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花 田 功 一
は じ め に
日本経済は普及率の上昇によるパソコンや携帯電話の生産の伸びの鈍化や橋
本政権の財政再建路線による財政支出の抑制やアジアの通貨危機 による輸出の
低迷などによって1997年春から98年いっぱい後退を続けた。
特に98年には鉱工業生産は一7.2%と1975年に次 ぐ大幅な減少 となったが,99
年に入ると景気は拡大を始め,その拡大過程はなんとか2000年末まで持続 した。
しかし,前 回の93年末から97年春にかけての景気拡大でも鉱工業生産は前の
ピークである91年の水準を回復 しなかったのであるが,今 回の景気拡大 におい
ても91年の水準を回復することなく終って しまったのである。それ どころか,
今回の景気拡大は前回の景気拡大 より一層力の弱いものに終 り,97年に到達 し
た水準にさえ到達することな く終ってしまったのである。
このため,日 本経済においては92年から2001年まで10年にわたって生産が前
のピークの下を俳徊 し続けるとい うかつてない極めて異常かつ深刻な事態が続
いているのである。正に"失 われた10年"である。
本稿では今回の99年か ら2000年にかけての景気拡大について景気拡大 をもた
らした要因 とそれがなぜ前回より一層 力の弱いものに終ってしまったかという
ことについて前回の景気拡大を分析 した前稿1)と同様の視角から分析 してみ
ることに したい。
1)拙稿 「低迷を続ける日本経済」 『商学討究』,第50巻第1号,1999年参照。
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第1章 景気拡大の要因
第1節 拡大過程の概観
本章では今回の景気拡大の基本的要因について検討するが,そ の前にまず,
この景気拡大の過程 を基本的な経済指標で概観 し,景気拡大の特徴 を確認 して
お くことにしよう。
初めに,鉱 工業生産指数を見てみると,四 半期毎では(第1-1表),99年
第1四 半期に1.7%とまず ま
第1-1表 四半期毎の鉱工業生産指数(季 節調
整値,1995年=・100)とその伸び率(前
期比,%)
指 数 伸び率 指 数 伸び率
94年 98年
1 94.0 一 〇.3 1 102.1一1 .9
H 96.3 2.4 H 97.6 一4 、4
皿 98.1 1.9 皿 97.8 0.2
w 99.6 1.5 w 96.5 一1 ,3
95年 99年
1 99.3 一 〇.3 1 98.1 1.7
H 100.7 1.4 H 97.7 一 〇 ,4
皿 98.9 一1 .8 皿 100.3 2.7
1V 100.8 1.9 IV 101.6 1.3
96年 00年
1 100.2一 〇.6 1 102.3 0.7
H 100.9 0.7 n 104.4 2.1
皿 102.6 1.7 皿 105.9 1.4
lV 104.4 1.8 w 106.5 0.6
97年 01年
1 107.0 2.5 1 102.8一3 、5
H 106.5一 〇.5 H 98.9 一3 .8
皿 107.0 0.5 皿 94.6 一4 .3
w 104.1一2 .7 IV 91.4 一3 .4
(出所)経 済産業省 『鉱工業指数総覧』,同 『鉱
工業指数年報』 より作成。
ずの伸 びとなった後,第ll四
半期にはす ぐ一〇.4%とわず
かではあるがマイナスに転 じ
てしまっている。続 く第皿四
半期には2.7%と大 きく盛 り
返 したが,そ の後は2000年第
1四半期 にかけて伸びを大 き
く落 としていった。そ して,
2000年第H四 半期になってま
た2.1%と高い伸び となった
が,そ の後はまた伸びを大 き
く落 としていき,そのまま後
退過程 に突入 してしまった。
こうして,断 続的に高い伸
びになっても長続 きせず,す
ぐに伸びを大 きく落としてい
くということを繰 り返 して後
退過程 に突入 していったので
ある。
このように拡大過程に勢い
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を欠いていたため,生産は今回 も91年第1四 半期 につけた前のピーク(107.3)
も97年第1四 半期の前回の景気拡大におけるピークも超 えることな く終ってし
まったのである。
年毎で見てみると(第1-2表),99年は前半があまり高 くない伸びとマイ
ナスであったため,年 平均 で も
第1-2表 年毎の鉱工業生産指数(1995年
0・8%と低 い伸びに終って しまっ=・100)と その伸び率(%)
たが,99年後半か らはプラスの伸
びが続いたことを反映して2000年
は5.8%と89年以来11年ぶ りに
5%を越える伸び となった。 しか
し,98年が一7.2%とい う大幅な
マイナス となっていたため,年 毎
で見ても91年の前のピークも97年(出 所)第1 -1表に同じ。
の前回の景気拡大におけるピーク
も超 えることな く終ってしまったのである。
また,拡 大過程全体における生産の拡大率 を見ても,前回のやは り力の弱か
った景気拡大においてさえ生産は93年の96.0から97年の106.0まで10.4%と
10%を超える拡大を達成 したのであるが,今 回の景気拡大では98年の98.4から
2000年の105.0まで6.7%しか拡大 しなかったのである。
次に,設 備投資を見てみると,四半期毎(第1-3表)で は,製造業の設備
投資は98年後半か らマイナスとなっていたが,99年に入るとかえってマイナス
幅を大きくし,3期 にわたって20%前後の大幅なマイナスを続けた。その後は
マイナス幅が急激に縮小 してい き,2000年第II四半期にはプラスに転 じ,続 く
第皿四半期か らは4期 にわたって2ケ タの伸びを続 けた。 しか し,すでに後退
局面に入っていた2001年第1四 半期 に20%を超える高い伸び となったほかは
10%程度の低い伸びにとどまった。
こういうわけで,製 造業の設備投資はプラスの伸 びは5期,2ケ タの伸 びは
4期しか続かなかった し,しか もその4期 のうちの3期 は10%程度の低い伸び
年 指 数 伸び率 年 指 数 伸び率
88 94.9 9.6 95 100.0 3.2
89 100.4 5.896 102.3 2.3
90 104.5 4.1 97 106.0 3.6
91 106.3 1.7 98 98.4 一7 .2
92 99.8 一6 .1 99 99.2 0.8
93 96.0 一3 .8 00 105.0 5.8
94 96.9 0.901 96.8 一7 .8
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第1-3表 四半期毎の製造業の設備投資額とそ
の伸び率(前年同期比)
(単位 億円,%)
投資額 伸び率 投資額 伸び率
94年 98年
1 37,497一20 .6 1 49,747 4.8
∬ 30,249一18 .3 H 38,627 7.9
皿 35,658一12.2 皿 43,384一6 .6
w 32,944一11 .0 IV 34,469一15 .9
95年 99年
1 37,987 1.3 1 40,270一19 .1
H 33,47910.7 H 29,139一24 .6
皿 39,58911.0 皿 34,605一20 .2
IV 35,395 7.4 IV 31,636一8 .2
96年 00年
1 41,78910.0 1 37,796 一6 .1
H 35,062 4.7 H 30,128 3.4
皿 42,067 6.3 皿 39,11313.0
w 37,766 6.7 IV 34,91310.4
97年 Ol年
1 47,48813.6 1 46,34322.6
1 35,807 2.1 H 33,29110.5
皿 46,45110.4 皿 38,043一2 .7
IV 40,981 8.5 IV 30,904一11 。5
(出所)財務省 『法人企業統計季報』より作成。
第1-4表 年毎の製造業の設備投資額とその伸
び率(単 位 億円,%)
年 投資額 伸び率 年 投資額 伸び率
90 217,94817.496 156,6837.0
91 243,27211.697 170,7279.0
92 204,661一15 .9 98 166,226一2 .6
93 161,858一20 .9 99 135,650一18 .4
94 136,348一15 .8 00 141,950 4.6
95 146,450 7.40ユ 148,5814.7
(出所)第1-3表 に同 じ。
にとどまったのである。
このように盛 り上が りに欠
いた結果,製 造業の設備投資
は今回の景気循環のピークの
2001年第1四 半期でもまだ4
兆6,343億円に しか達せず,
前のピークの91年第皿1四半期
の6兆4,987億円と比べ ると
28.7%も低い水準 にとどまっ
たし,前回の景気循環におけ
るピークの98年第1四 半期の
4兆9,747億円にも達す るこ
とな く終ってしまったのであ
る。
年毎で見てみると(第1-
4表),99年は初めの3期 に
わたって20%前後の大幅なマ
イナスが続いていたことを反
映して年毎でも一18.4%と大
幅なマイナス となった。2000
年は後半になって2ケ タの伸
びとなったが,前 半はマイナ
スと1ケ タの伸びにとどまっ
ていたため,年 毎では4.6%
とブラスに転 じはしたが非常
に低い伸びに終 った。そ して,
2001年は前半は2ケ タの伸 び
が続いたが,後 半はマイナス
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となり,マイナスの幅が拡大 していったため,年毎では4.7%の伸びに終わり,
この年 も2000年とほぼ同 じ低い伸びにとどまった。
このように,い ずれの年 もマイナス と低い伸びにとどまったため,2001年の
設備投資額は前のピークの91年と比べると38.9%も低い水準にとどまったし,
前回の景気循環におけるピークの97年と比べても13.0%も低い水準にとどまっ
たのである。
以上のようなわけで,前 回の景気拡大 も非常に力の弱い ものであったが,今
回の景気拡大は前回よりさらに一層力の弱いものに終って しまったのである。
しか し,と にか く99年に入ってか ら景気は拡大過程に入 り,それが2000年い
っぱい持続 したのであるか ら,その景気拡大の主な要因について検討 してみる
ことにしよう。
第2節 景気拡大の主要因
1.景気拡大の主要因
今回の景気拡大の主な要因を検討するために,まず,99年か ら2000年にかけ
ての鉱工業各部門の生産動向を見てみることにしよう(第1-5表)。
鉱工業生産の99年の伸びは平均で0.8%であったが,1～2%程 度の低 い伸
びの部門は別として,3%を 超えるような比較的高い伸びを記録 している部門
は,電 気機i械の6.7%と化学の4.5%のみである。
2000年の伸びは平均で5.8%であったが,こ れよ り高い伸 びとなっているの
は鉄鋼の11.3%,非鉄金属の6.2%,一般機械の9.8%,電気機械の16.7%であ
る。
このように,99年には化学工業 も比較的高い伸びとなっているし,2000年に
は鉄鋼業や一般機械工業もかなり高い伸びとなっているが,い ずれの年も電気
機械工業が最 も高い伸びを記録 していること,ま た,2000年には化学工業は前
のピーク(97年の104.8)を超えたが非常に低い伸びに終 っているし,鉄鋼業
や一般機械工業 はかなり高い伸びとなったが,ま だ前のピークはおろか前回の
82 商 学 討 究 第53巻第1号
第1-5表 鉱工業各部門の生産指数(1995年=100)とその伸び率(%)
年 鉱 工 業 鉄 鋼 非鉄 金 属 金 属 製 品 一 般 機 械
96 102.3 2.3 97.4一2 .6 103.2 3.2100.8 0.8104184.8
97 106.0 3.6102.2 4.9107.4 4.1 98.9一1 .9 108.3 3.3
98 98.4一7 .2 90.3一11 .6 96.0一10 .6 89.4一9 .6 96.2一11 .2
99 99.2 0.8 88.7一1 。8 98.6 2.7 88.8一 〇 .7 89.1一7 .4
00 105.0 5.8 98.7 11.3104.7 6.2 89.0 0.2 97.8 9.8
01 96.8一7 .8 94.7 一4 。1 105.4 0.7 83.1一6 .6 86.9一11 .1
年 電気 機 械 輸 送 機 械 精 密 機 械 窯業・土石製品 化 学
96 105.5 5.5103.1 3.1105.7 5.7100.5 0.5 101.2 1.2
97 113.7 7.8111.4 8.1110.7 4.7100.7 0.2104.8 3.6
98 108.6一4 .5 101.9一8 .5 108.4一2 .1 89.4一11 .2 99.7 一4 .9
99 115.9 6.7103.8 1.9 100.1一7 .7 89.6 0.2104.2 4.5
00 135.316.7106.3 2.4 99.3 一 〇.8 94.5 5.5105.4 1.2
01 112.5一16 .9 106.2一 〇.1 88.7一10.7 83.6一11 .5 104.2一1 .1
年 パルプ・紙紙加工品 プラスチック製品 繊 維 食料品 ・たばこ
96 100.6 0.6 101.5 1.5 102.4 2.4 97.0一3 .0 100.6 0.6
97 102.9 2.3104.0 2.5103.7 1.3 94.9一2 .2 100.1一 〇 .5
98 103.1 0.2100.8一3 .1 97.7 一5 .8 84.9一10 .5 97.7 一2 .4
99 102.8一 〇.3 102.7 1.9 97.0一 〇.7 79.6 一6 .2 98.6 0.9
00 103.3 0.5105.7 2.9 97.7 0.7 75.1一5 .7 99.4 0.8
01 103.9 0.6102.6一2 .9 92.3一5 .5 68.8一8 .4 97.1 一2 。3
年 その他工業
96 100.5 0.5 '
97 102.0 1.5
98 95.3一6 .6
99 92.6 一2 .8
00 91.1一1 .6
01 85.2一6 .5
(出所)第1-1表 に同じ。
第1-6表
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電気機械工業の各項目の生産指数(1995年=100)とその伸び率(%)
年 電 気機 械 回転電気機械 静止電気機械 開閉制御装置機器 民生用電気機械
96 105.5 5.5101.1 1.1 97.2一2 .8 99.7一 〇.3 101.4 1.4
97 113.7 7.8102.2 1.1104.4 7.4 101.8 2.1 95.7一5 .6
98 108.6一4 .5 90.8一11 .2 97.0一7 .1 96.9一4 .8 83.2一13 .1
99 115.9 6.7 92.8 2.2 77.2一20 .4 90.0一7 .1 82.3一1 .1
00 135.316.7 91.3一1 .6 80.9 4.8 95.8 6.4 80.6一2 .1
01 112.5一16 .9 82.1一10 .1 87.6 8.3 85.3一11 .0 77.2 一4 .2
年 配線照明用器具 通 信 機械 民生用電子機械 通信・電子部品 半導体素子
96 103.0 3.0142.242.2 87.4一12 .6 101.0 1.0 92.6 一7 .4
97 104.1 1.1167.617.991.3 4.5120.419.2107.416.0
98 95.7 一8 .1 149.4一10 .9 90.3一1 .1 124.0 3.0106.1一1 .2
99 95.7 0.0157.1 5.2 85.3一5 .5 146.818.4121.614.6
00 100.5 5.0184.417.483.6一2 .0 182.424.3148.422.0
01 96.4一4 .1 171.3一7 .1 67.2一19 .6 138.8一23 .9 93.1一37 .3
年 集 積 回 路 半導体部品 電子計算機 電子応用装置 電気計測器
96 99.0一1 .0 120.720.7116.316.3107.0 7.0
97 96.9 一2 .1 一 134.411.4108.9一6 .4 112.7 5.3
98 85.9一11 .4 144.9 一 127.5一5 .1 98.6一9 .5 89.3一20 .8
99 91.8 6.9162.612.2126.0一1 .2 105.3 6.8 86.0一3 。7
00 114.024.2197.221.3143.614.0113.4 7.7 113.431.9
01 84.4一26 .0 133.4一32 .4 143.1一 〇.3 113.0一 〇.4 84.3一25 .7
年 電 池
96 120.420.4
97 144.119.7
98 157.9 9.6
99 199.326.2
00 231.416.1
01 207.4一10 .4
(出所)第1-1表 に同じ。
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景気拡大の時のピークである97年の水準 にさえ達していないこと2),さらには,
現在,景 気を牽引す るリーディング産業 としては電気機械工業かせいぜいのと
ころ輸送機械工業以外 には考えにくいこと,こ れらのことを考え合わせれば,
やはり,今回の景気拡大 も前回同様電気機械工業主導によるものであると考え
て間違いないであろう。そこで,次 に,電 気機械工業についてやや詳 しく見て
みることにしよう。
電気機械工業の99年の伸びは平均で6.7%であったが,第1-6表 のように,
これより高い伸びとなっているのは,通 信 ・電子部品の18.4%,半導体素子の
14.6%,集積回路の6.9%,半導体部品の12.2%,電池の26.2%である。
2000年の伸びは平均で16.7%であったが,こ れよ り高い伸びとなっているの
は,通 信機械のユ7.4%,通信 ・電子部品の24.3%,半導体素子の22.0%,集積
回路の24.2%,半導体部品の21.3%,電気計測器の31.9%である。なお,平 均
よりは低いが電子計算機が14.0%,電池が16.1%で平均に近い伸びとなってい
る。
第1-7表 電気機械の平均以上乃至平均に近い
伸びを記録 した項目及びその伸び率
(%)
1999年 2000年
電気機械の平均 6.7 電気機械の平均 16.7
通信 ・電子部品 18.4通信機械 17.4
半導体素子 14.6通信 ・電子部品 24.3
集積回路 6.9半導体素子 22.0
半導体部品 12.2集積回路 24.2
電池 26.2半導体部品 21.3
電気計測器 31.9
電子計算機 14.0
電池 16.1
(出所)第1-6表 よ り作成。
これらを見やすいようにま
とめてみると第1-7表 のよ
うになる。
これ らのうち,電 池や電気
計測器はあまり重要ではない
のでさしあた りこれらを除い
てみると,99年はもっぱら半
導体素子や集積回路を初め と
する電子部品,2000年はこれ
らの電子部品に加えて通信機
械やコンピューターが電気機
2)鉄鋼業の前のピー クは91年の110.7で,一般機械工業のそれはやは り91年の116.8
である。
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械の生産拡大の中心であったことがわかるであろう。
こうしてみると,99年か ら2000年にかけての電気機械の生産拡大 は電子部品
の生産拡大から始まり,後 にこれに通信機械やコンピューターの生産拡大が加
わって達成 された ということにな りそ うであるが,電 子部品の生産拡大は基本
的に言 って電子機器の生産拡大の結果であろうか ら,通信機械や コンピュー
ターについてもう少 し詳しく検討してみる必要があるであろう。
まず,通 信機械か ら見てい くと,通信機械の生産は,上 のように,2000年に
は17.4%と電気機械の平均 を超える非常 に高い伸びとなったが,99年は5.2%
と平均にも及ばない低い伸 びにとどまっていた。しか し,同じ経済産業省の 『機
械統計年報』によって99年に
生産額が1兆 円の大台 を超 え
るに至った携帯電話の生産を
見てみると,第1-8表 のよ
うに,台 数では99年26.5%,
2000年27.6%とそれ以前か ら
の高い伸びがまだ続いている
し,金額では97年に一時1ケ
タに落ちていた伸びが98年に
は2ケ タとな り,99年にはさ
らに伸 びを高め,2000年には
37.8%と極めて高い伸びとな
っている。
また,
第1-8表 携帯電話の生産台数,金 額,及 び,
それ らの伸び率
(単位 台,100万円,%)
年 台 数 伸び率 金 額 伸び率
92 1,302,651一 147,172 一
93 2,338,70279.5 175,81719.5
94 5,015,723114.5 282,54460.7
95 8,197,20263.4 393,78939.4
96 18,413,971124.6 776,939 97.3
97 26,487,62243.8 813,182 4.7
98 34,262,32529.4 922,50213.4
99 43,349,66026.51,083,22017.4
00 55,303,35327.6 1,492,61337.8
(出所)経済産業省 『機械統計年報』より作成。
コ ンピュー ター につ いて見て みる と,コ ンピュー ターの生 産 は,上 の
ように,2000年には14.0%とか な り高 い伸 び となったが,99年 は 一1.2%とマ
イナス に終 ってい た。 しか し,や は り 『機械 統計年報』 によってすで に主力 商
品 となっているパ ソ コンの生産 を見てみ る と,第1-9表 の よ うに,台 数 では
98年はマ イナスで あったが,99年 にはい きな り20%を超 える高 い伸 び とな り,
2000年には31.6%とさらにいっそ う伸 びを高め ている。 これ に ともない金 額で
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第1-9表 パソコンの生産台数,金 額,及 び,
それ らの伸び率
(単位 台,100万円,%)
年 台 数 伸び率 金 額 伸び率
84 1,638,020 一 268,002 一
85 1,923,75717.4 338,58626.3
86 2,007,8374.4 364,0377.5
87 1,973,880一1 .7 382,949 5.2
88 2,424,42822.8 488,26727.5
89 2,903,77819.8 798,93963.6
90 3,018,2513.9 906,88613.5
91 3,033,9270.5 923,2671.8
92 3,014,891一 〇.6 988,8217.1
93 3,070,5731.8 1,016,9322.8
94 3,747,20622.0 1,165,21714.6
95 6,382,1770.31,480,90827.1
96 8,942,43840.1 2,088,0841.0
97 10,091,89412.9 2,452,10017.4
98 9,639,208一4 .5 2,093,358一14 .6
99 11,677,93821.2 2,270,5198.5
00 15,366,33631.6 2,555,45812.5
(出所)第1-8表 に同じ。
も98年には一14.6%と大 きな
マイナス となっていたが,99
年 に は10%近くの伸 び とな
り,2000年にはさらに伸びを
高め10%を超える伸びとなっ
ている。
こうしてみると,99年から
2000年にかけての電気機械の
生産拡大は電子部品の生産拡
大から始まり2000年になって
それに通信機械やコンピュー
ターの生産拡大が加わるとい
う形で展開されたとい うより
は,一 時伸びが落ちた り,減
少 していた携帯電話やパソコ
ンの生産が再び盛 り返 しはじ
め,こ れを基本的要因の一つ
として電子部品の生産も拡大
してい くという形で展開されたと考 えた方が よいのではないか と思われる。
そこで以下,通 信機械,コ ンピューター,電 子部品 という順序で電気機械の
生産拡大の要因,し たがってまた,今 回の景気拡大の主要因について検討 して
い くことにしたい。
2.携帯電話の生産拡大
通信機械 は,第1-10表のように,有線通信機器,無線通信機器,ネ ットワー
ク機器に大別されるが,ネ ットワーク機器はまだ生産額が小 さいか ら無視する
ことができるので,有 線通信機器 と無線通信機器について見てみると,ま ず,
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第1--10表 通信機械の生産額とその伸び率
(単位100万 円,%)
年 通信機械 有線通信機器 無線通信機器 ネットワーク機器
90 2,977,58112.91,983,7411 .1 993,84016.7
91 3,063,6382.91,955,602一1 .4 1,108,03611.5
92 2,819,947一8 .0 1,746,926一10 .7 1,073,021一3 .2
93 2,811,839一 〇.3 1,782,1262.01,029,713一4 .0
94 2,829,0930.61,737,417一2 .5 1,091,6756.0
95 3,067,108.41,829,2165.31,237,8931 .4
96 4,067,98832.62,176,37819.01,891,60952.8
97 4,312,0276.02,411,78510.81,900,2420.5
98 3,752,734一13 .0 1,954,049一19 .0 1,798,687一5 ,3 一
99 3,822,3031.91,904,354一2 .5 1,864,7683.7 53,181 一
00 4,287,0521 .21,923,4411.02,304,423.6 59,18811.3
(出所)第1-8表 に 同 じ。
有線通信機器は99年はマイナス幅は縮小 したが,前 年に引 き続いてマイナスで
あった し,2000年も1.0%とほ とんど伸びていない。 この結果,2000年の生産
額はピークの97年の生産額 より5,000億円近 く(488,344百万円)も 低い額にと
どまっている。
こうして,有 線通信機器の生産は98年から全 く低迷 しているのであるが,無
線通信機器は99年は3.7%と低い伸 びではあるがプラスに転 じているし,2000
年には23.6%と非常に高い伸びとなっている。
そこで,無 線通信機器についてやや詳 しく検討 してみなければならないが,
第1-11表か らわかるように,96年以降は無線通信機器を構成する放送装置と
無線通信装置と無線応用装置のうち,無線通信装置が全体の8割 を越えている
から,無線通信装置についてだけ検討すれば足 りるであろう。
第1-12表のように,無線通信装置は固定通信装置と移動通信装置 とその他
の通信装置 とか らなっているが,そ の他の通信装置は金額が小 さいか ら無視で
きるし,固定通信装置は98年からマイナスを続けているので,無 線通信装置の
生産拡大はもっぱら移動通信装置の生産拡大によるものであると言うことがで
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第1-11表 無線通信機器の生産額とその伸び率
(単位100万 円,%)
年 無線通信機器 放 送 装 置 無線通信装置 無線応用装置
90 993,84016.7 94,20627.0 695,02427.9 204,610一12 .6
91 1,108,03611.5 99,0725.2 797,70014.8 211,2643.3
92 1,073,021一3 .2 99,6810.6 736,967一7 .6 236,37311.9
93 1,029,713一4 .0 77,732一22 .0 710,381一3 .6 241,600 2.2
94 1,091,6756.0 88,71414.1 776,5899.3 226,372一6 .3
95 1,237,8931 .4 69,872一21 .2 957,25423.3 210,767一6 .9
96 1,891,60952.8 91,95331.6 1,564,58963.4 235,06711.5
97 1,900,2420.5 80,937一12 ,0 1,557,294一 〇.5 262,01211.5
98 1,798,687一5 .3 49,994一38 .2 1,484,772一4 ,7 263,9210.7
99 1,864,7683.7 62,70025.41,548,6814.3 253,387一4 ,0
00 2,304,423.6 49,193一21 .5 1,966,80027.0 288,43013.8
(出所)第1-8表 に同じ。
第1-12表 無線通信装置の生産額とその伸び率
(単位100万 円,%)
年 無線通信装置 固定通信装置 移動通信装置 その他の通信装置
93 710,381一3 .6 184,7848.4 465,375 一 60,222一19 .0
94 776,5899.3 156,063一15 .5 569,04222.3 51,484一14 .5
95 957,25423.3 175,50512.5 741,83930.4 39,910一22 .5
96 1,564,58963.4 267,25352.31,272,12071.5 25,215一36 .8
97 1,557,294一 〇.5 268,2130.41,260,448一 〇.9 28,63413.6
98 1,484,772一4 .7 228,569一14 .8 1,236,673一1 .9 19,530一31 .8
99 1,548,6814.3 202,626一11 .4 1,325,7857.2 20,2703.8
00 1,966,80027.0 196,488一3 。0 1,742,31531.4 27,997 38.1
(出所)第1-8表 に同じ。
きる。
そこで,最 後に,第1-13表で移動通信装置の生産を見てみると,携帯電話
以外は全 く低迷 していることが表から直ちにわかるであろう。
こうわけで,結 局,通 信機械では99年か ら2000年にかけて生産が拡大 したの
はもっぱら携帯電話だけであったのである。
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第1-13表 移動通信装置の生産額とその伸び率
(単位100万 円,%)
年 移動通信装置 陸上移動通信装置 (自動車 電話) (携帯 電 話)
93 465,375 一 367,3197.4 12,391一49 .6 175,81719.5
94 569,0422.3 468,95927.7 5,320一57 .1 282,54460.7
95 741,83930.4 613,09230.7 1,553一70 .8 393,78939.4
96 1,272,12071.51,053,7417 .9 2,43857.0 776,93997.3
97 1,260,448一 〇.9 1,075,3692.1 5,968144.8813,1824.7
98 1,236,673一1 .9 1,100,7952.4 10,12869.7 922,50213.4
99 1,325,7857.2 1,212,02610.1 1,244一87 .7 1,083,22017.4
00 1,742,31531.41,629,25634.4 1,248 0.31,491,85037.7
年 (無線呼出し装置) (そ の 他) 海上・航空移動通信装置 基地局通信装置
93 95,22010.5 83,891一 〇.2 37,964一8 .4 60,092 一
94 106,87812.2 74,217一11 .5 30,560一19 .5 69,522 15.7
95 94,339一11 ,7 123,41166.3 28,438一6 .9 100,31044.3
96 58,210一38 .3 216,15475.1 28,7791.2 189,60089.0
97 48,085一17 .4 208,134一3 .7 32,26512.1 152,814一19 .4
98 20,087一58 .2 148,078一28 .9 32,6001.0 103,277一32 .4
99 4,329一78 .4 123,233一16 .8 26,105一19 .9 87,654一15 .1
00 4,106一5 .2 132,0527.2 21,079一19 .3 91,9804.9
(注)陸上移動通信装置の 「その他」は陸上移動通信装置から自動車電話と携帯電
話と無線呼出し装置を差し引いて算出。
(出所)第1-8表 に同じ。
そこで,携 帯電話の生産を先の第1-8表 によって改めて見てみることにし
よう。
まず,台 数では93年から96年にかけて2度 にわたる100%を超える伸びを含
む 目ざましい伸びを続けた。このわずか4年 の間に生産台数は92年の1,302,651
台か ら96年の18,413,971台へ14.1倍も増大 した。その後伸びは落ちていき,97
年には50%を切 り,98年には30%を切った。99年か ら2000年にかけては伸びは
さらに落ちたが,しか し,それでも20%台後半の高い伸びを維持 したのである。
金額では94年から96年にかけて目ざましい伸びが続いた後,97年には伸びは
一時1ケ タに落ちたが,98年か らまた盛 り返 していき,99年には20%に近い高
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い伸 びとな り,2000年には37.8%とい う極めて高い伸びとなった。
このように,99年から2000年にかけて携帯電話の生産は台数では20%台後半
の高い伸びを維持 したし,金額でも99年には20%に近い高い伸びとなり,2000
年には40%に近い極めて高い伸びとなったのであ り,こ うした携帯電話の生産
の順調な拡大が99年か ら2000年にかけての景気拡大の基本的要因の一つ となっ
たと考えられるのである。
それでは,こ のように99年から2000年にかけて携帯電話の生産が順調な拡大
を達成で きた要因は何だったのであろうか。
その最大の要因は何 と言って も携帯電話 によるイ ンターネッ トやメールの
サービスの開始と液晶画面のカラー化にあると言ってよいであろう。
携帯電話によるインターネットやメールのサービスは99年2月に開始された
NTTドコモのiモ ー ドに始まるが,同 年4月 にはDDI一セルラーグループが
EZwebを,IDOがEZaccess3)をそれぞれ開始 した。さらに,同 年12月には
J一フォンが まず東京,東 海,関 西で 「J一スカイ」を始め,2000年4月には
それを全国に拡大 した。
総務省 によると,こ れらの携帯電話によるインターネットサービスの利用者
数は99年12月末 にはすでに367.3万人に達 していたが,そ の1年 後の2000年12
月末には2,686.6万人となり,1年 間で7.3倍と急増 した。
カラー液晶画面の携帯電話は,ま ず,99年12月初めにNTTド コモが発売 を
開始 したが(機 種名,デ ジタル ・ムーバF502iHYPER),これ にす ぐ続いて,
同年12月末にはJ一 フォンも発売 を開始 した(同,J-SHO2)。そして,こ れ
らにだいぶ遅れたが,2000年8月にはDDI一セルラーグループとIDOも発売
を開始 した(同,cdmaOneC309H)。
これらよって携帯電話に新たな利用形態が生 まれるとともに携帯電話が さら
に魅力のあるもの となり,普及が一層広範囲に拡大 しただけでな く,買い替 え
需要 も拡大 したのであり,こ れが携帯電話の生産の順調な拡大を可能にしたの
3)こ れは2000年7月1日からEZwebに統合 された。
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で ある4)。
3.パ ソコンの生産拡大
次 に,99年か ら2000年にかけて の コンピュー ターの生産 を見 てみ る ことに し
よう。
第1-14表 の ように,合 計で は,98年の 一10.2%という大 きなマ イナス に比
べ マイナ ス幅 は縮 まったが,99年 も一5.8%とまだ比較 的大 きなマイナス を続
けてい る。 そ して,2000年になっ て ようや くプラス に転 じたが,2.3%と非 常
に低 い伸 び に とどまっている。 この結 果,99年の生産額 は ピー クの97年と比べ
る と1兆 円以上(1,002,414百万円)も 低 い水 準 となってい る し,2000年に なっ
て もまだ9,000億円近 く(875,279百万 円)も 低 い水 準 に とどまっているので あ
る。
全体 を コ ンピュー ター本体 と関連装 置 とに分 けて見 てみる と,本 体 の方 は98
年 の 一13.5%とい う大 きなマ イナス に引 き続 き99年もマ イナス となって い る
が,マ イナス の幅 は1.5%とだいぶ小 さ くな り,2000年に なる と6.9%とあ ま り
大 きな伸 びで はないが,プ ラス に転 じてい る。
これに対 して,関 連装 置の方 は,99年は 一10.8%と98年のマ イナス よりさ ら
に大 きなマ イナス となっ てい る。 そ して,2000年になって も一3.5%とマ イナ
ス の幅 は小 さ くな ったが,ま だマ イナス を続 けてい る。
次 に,本 体 をパ ソコ ンとパ ソコ ンを除 く本体 とに分 けて見 てみ る と,パ ソコ
4)経済産業省の 『鉱工業生産活動分析』はこれらの他に高速化や大容量化や超軽量
化の要因 も挙げて,次 のように述べている。
「携帯電話は,文 字情報サービスを提供す る新 システム,情 報量やスピー ド化 を
重視 した新方式の導入に加え,超 軽量化や液晶のカラー化などの新製品が春需や
年末商戦 にかけ集中して投入 されたことにより増加に大 きく寄与 した。」(『平成11
年年 間回顧 鉱工業生産活動分析』,177p)
「携帯電話は,ネット利用による情報サービスの充実,さ らに高速化や大容量化,
液晶の カラー化な どの新製品が年間を通 じ投入されたこと等によ り増加に大 きく
寄与 した。」(『平成12年年間回顧 鉱工業生産活動分析』,161-162p)
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第1-14表 電子計算機及び関連装置の生産額とその伸び率
(単位100万円,%)
年 電算機及び関連装置 電算機本体 (パソ コ ン)
84 2,914,884 一 1,106,35ユ 一 268,002 一
85 3,378,77315.91,366,76823.5 338,58626.3
86 3,920,4416.01,550,91813.5 364,037 7.5
87 4,408,02312.41,780,53914.8 382,949 5.2
88 5,092,04615.52,167,39621.7 488,26727.5
89 5,658,26011.12,623,31721.0 798,93963.6
90 5,814,2542.8 2,665,5931.6 906,88613.5
91 6,083,4294.6 2,937,39210.2 923,2671.8
92 5,416,946一11 .0 2,579,600一12 .2 988,821 7.1
93 4,811,574一 ユユ.2 2,318,865一 ユ0.1 ユ,0ユ6,932 2.8
94 5,122,594 6.5 2,388,6393.0 1,165,21714.6
95 5,195,8841.4 2,631,1710.21,480,90827.1
96 5,962,4814.83,299,10325.42,088,0841.0
97 6,499,8379.0 3,620,0029.7 2,452,10017.4
98 5,837,622一10 .2 3,129,505一13 .5 2,093,358一14.6
99 5,497,423一5 .8 3,082,541一1 .5 2,270,5198.5
00 5,624,5582.3 3,293,8916.9 2,555,45812.5
年 (パソコンを除く本体) 関連装置の合計
84 838,349 一 1,808,53346.6
85 1,028,1822.62,012,00611.3
86 1,186,8815.42,369,52317.8
87 1,397,59017.82,627,48510.9
88 1,679,12920.1 2,924,6511.3
89 1,824,3788.7 3,034,9433.8
90 1,758,707一3 .6 3,148,6613.7
91 2,014,12514.53,146,037一 〇 .1
92 1,590,779一21 .0 2,837,346一9 .8
93 ユ,30ユ,933 一18.2 2,492,709一12 .1
94 1,223,422一6 .0 2,733,9559.7
95 1,150,263一6 .0 2,564,713一6 .2
96 1,211,0195.3 2,663,3783.8
97 1,167,902一3 .6 2,879,8358.1
98 1,036,147一11 .3 2,708,117一6 .0
99 812,022一21 .6 2,414,882一10 .8
00 738,433一9 .1 2,330,667一3 .5
(出所)第1-8表 に同じ。
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ンを除 く本体の方は99年は一21.6%と98年の一11.3%より一層大 きなマイナス
となっているし,2000年になっても一9.1%とまだ大 きなマイナスを続 けてい
る。
これに対 して,パ ソコンは,先 にも見たように,98年には一14.6%と大 きな
マイナスを記録 していたが,99年になると8.5%と10%近くの伸びとなり,2000
年には12.8%と10%を超 える伸びとなっている。台数では98年に一4.5%と久々
のマイナスを記録 した後,99年には21.2%,2000年には31.8%と高い伸びを続
けている(第1-9表 参照)。
以上のようなわけで,コ ンピューターでは99年から2000年にかけて生産が拡
大 したのはパソコンだけであったのである。パソコンの生産は,上 のように,
98年に一時マイナス とな りながらも99年から2000年にかけて盛 り返してきたの
であ り,このパソコンの生産の盛 り返 しも今回の景気拡大の基本的要因の一つ
となったと考え られるのである。
パソコンの生産が99年か ら2000年にかけて盛 り返 してきた最大の要因は,何
といっても,通信料金の低下や情報内容の多様化 ・充実にともなうインターネ
ットの一層急速な普及にある。
この点について,総 務省の 『情報通信 白書』平成13年版は次のように述べて
いる。
「パソコンの普及についてその要因をみると,郵送アンケー トでは,パ ソコ
ンの購入動機 として 『インターネ ットを利用するため』 と回答 した割合は,5
年以上前の購入者では15.5%にとどまっている一方,こ こ1年 未満で購入 した
回答者では61.8%に達 してお り,5年以上前の購入者では回答率が最 も高かっ
た年賀状,住 所録等の 『家庭での用事に利用するため』 との回答(44.4%)を
大きく上回っている。また,パソコンの所有世帯における[平成12年の一引用者]
インターネッ ト接続率を平成11年と比較すると,49%から62%と13ポイント増
加 してお り,イ ンターネットがパソコンの家庭への普及を牽引している状況が
ここか らもうかがえる。」(87p)
パソコンによるインターネッ トの急速な普及や通信料金の低下はインターネ
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ット接続サービス事業者(ISP)数の増大か ら
も推 し量 ることができる。
第1-15表に見 られるように,ISPのi数は96
年か ら97年にかけて急増 したが,そ の後 も大 き
な増大を続けているのである。
このほか,パ ソコンが大容量 ・高機能化 した
にもかかわらず,価 格が低下 して買い求め安 く
なったこともパソコンの生産が盛 り返 してきた
重要な要因となったと考 えられる。
価格の低下に関 しては,第1-9表 の生産台
数 と金額とか ら1台 当た りの価格を計算 してみ
ることによってそのおおよそのところがつかめ
るであろう。第1-16表のように,90年代前半
はまだ30万円を超 えていたが,後 半になると20
万円台前半にまで低下 し,99年には20万円を切
っている。そ して,2000年には16万円台と価格
はさらに一層低下しているのである5)。
4.集積回路の生産拡大
第1-15表 インターネッ ト・
サービス提供事業者
数(年 末)
(単位 数,%)
年 事業者数 増大率 増大数
94 31 } 一
95 279 800.0 248
96 1,538451.3 1,259
97 2,466 60.3 928
98 3,255 32.0 789
99 4,011 23.2 756
00 5,295 32.01,284
(出所)総 務省調べ。
第1-16表 パソコン1台 当た
りの価格
(単位 万円)
年 年
90 30.096 23.4
91 30.497 24.3
92 32.898 21.7
93 33.199 19.4
94 31.100 16.6
95 23.2
(出所)第1-9表 よ り作成。
以上,通 信機械 とコンピューターの生産拡大について見てきたが,最 後に,
今回の景気拡大では通信機械やコンピューターより大 きな伸びを記録 した半導
体素子や集積回路を初め とする電子部品の生産拡大について検討 してみること
にしよう。
5)以上の点について,経済産業省の前掲 『平成11年年間回顧 鉱工業生産活動分析』
は 「パーソナルコンピュータは,引 き続 き大容量 ・高機能化が進む中で,低価格化,
省スペース化 に加 え,イ ンターネットの普及により個人,企 業向けが ともに好調に
推移 した」(179p)と述べている。
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ただ,そ れぞれの電子部品の生産拡大にはそれぞれの特殊な要因もあるであ
ろうが,大 体 において生産拡大の要因は共通であると思われるので,こ こでは
最大項 目の集積回路にしぼってやや詳 しく検討 してい くことにしたい。
第1-17表のように,集 積
回路の生産は98年には金額で
10.0%の大幅マイナス,個 数
で も1.7%のマ イナス となっ
ていたが,99年にはプラスに
転 じ,金 額で7.3%,個数で
15.5%とまずまずの伸び とな
った。そ して,2000年には金
額で24.3%,個数で25.2%と
どち らも25%前後の久々の大
きな伸びを記録 した。
このような99年から2000年
にかけての集積 回路の生産の
順調な拡大は,も ちろん,今
まで見て きたような携帯電話
の生産の順調 な拡大やパソコ
ンの生産の盛 り返 しをその基
本的要因の一つとして達成さ
第1-17表 集積回路の生産個数,金 額,及 び,
それ らの伸び率
(単位1000個,100万円,%)
年 個 数 伸び率 金 額 伸び率
85 9,350,366一L7 1,841,790一6 .7
86 11,139,20819.11,780,235一3 。3
87 12,015,3597.9 1,925,0008.1
88 14,296,43719.02,489,89729.3
89 15,082,5205.5 2,941,59718.1
90 16,053,9536.4 2,913,354一1 .0
91 17,686,03710.23,125,1917.3
92 15,404,589一12 .9 2,750,617一12。0
93 17,612,70614.3 2,878,5814.7
94 20,291,34215.2 3,296,39214.5
95 22,954,62513.1 3,914,20518.7
96 21,664,885一5 .6 3,910,196一 〇.1
97 25,650,59518.43,844,830一1 .7
98 25,215,697一1 .7 3,461,169一10.0
99 29,136,50415.53,714,3437.3
00 36,492,49525.24,615,2424.3
(出所)第1-8表 に同 じ。
れたものであることは言うまでもないであろう。
しか し,集積 回路をは じめ電子部品は輸出比率が大 きい。経済産業省の 『通
商白書』によると,集積回路の輸出比率は98年にすでに75.7%に達 してお り6),
99年以降は80%を超えていると見 られる。したがって,輸 出の方も検討 してみ
なければならない。
6)経 済産業省 『通商白書 各論』平成11年版,627p参照。
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第1-18表の ように,集積回路の輸出は96年か
ら98年まで大 きく低迷 し,98年には8.7%の大 き
なマイナスとなっていたが,99年にはプラスに転
じた。ただ,こ の年はまだ3.9%と生産額の伸 び
にも及 ばない低い伸 びであったが,2000年には
27.1%と生産額の伸びを超える大 きな伸びとなっ
た。
このように,3年 にわたって低迷を続 けていた
集積回路の輸出は99年か ら2000年にかけて盛 り返
して きたのであ り,このような輸出の盛 り返 しも
また99年か ら2000年にかけての集積回路の生産の
順調な拡大の基本的要因の一つとなったと考えら
れる。
99年から集積回路の輸出が盛 り返 してきたまず
第一の要因は通貨危機で落ち込んでいたアジア諸
国の景気が回復 してきたことにある。このことは,
第1-19表に見 られるように,99年にはまだアメ
リカやEUへ の輸出がマイナスにとどまっている
のに,通貨危機か ら早 く回復 してきた韓国や中国
への輸出の拡大を主な要因としてアジアへの輸出
がプラスとなってお り,続 く2000年もアジアへの
第1-18表 集積回路の輸
出額 とその伸び
率
(単位100万 円,%)
年 輸出額 伸び率
85 581,801一25.1
86 523,131一10.1
87 592,37313.2
88 845,70742.8
89 1,147,78135.7
90 1,101,296一4 .0
91 1,111,9981.0
92 1,250,59812.5
93 1,452,52516.1
94 1,867,48328.6
95 2,449,23231.2
96 2,404,863一1 .8
97 2,433,4601.2
98 2,221,390一8 .7
99 2,307,4003.9
00 2,933,75127.1
01 2,372,424一19 ,1
(出所)日本関税協会 『外
国貿易概況』,電波
新聞社 『電子工業年
鑑』より作成。
輸出が30.5%と大 きく伸 びていることから明らかであろう。そして,こ のアジ
ア諸国の景気回復をきっかけとして,や や減速 していたアメリカの景気が再び
盛 り返 していき,そ れとともにヨーロッパでも景気が回復 してきたことが2000
年における集積回路の輸出の大 きな拡大 をもた らしたと考えられる。
もちろん,こ のような世界的な景気の回復 ・拡大の基礎には日本の場合 と同
様 インターネ ットの急速な普及にともなうパソコンの販売拡大やそれを遙かに
上回る携帯電話の 目ざましい販売の拡大がある。
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第1-19表 集積回路の国別輸出額とその伸び率
(単位100万 円,%)
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年
金 額 伸び率 金 額 伸び率 金 額 伸び率 金 額 伸び率 金 額 伸び率
総額 2,404,863一1 .8 2,433,46012 2,221,390一8 ,7 2,307,4003.92,933,75127.1
アメリカ 640,464一12」 585,979一8 .5 465,990一20.5 458,759一1 .6 546,7119.2
アジァ9力国合計 1,454,0524.51,552,7936.81,452,017一6 ,5 1,534,8595.72,002,71230.5
(韓国) 150,65217.1157,6394.6 146,465一7 .1 207,03041.4267,88729.4
(中国) 44,94622.858,48830.168,10016.4102,9215 .1144,06240.0
(台湾) 169,679一12.9 172,3301.6 166,775一3 .2 164,708一1 .2 238,41144.7
(香港) 237,0064.3 317,64934.0279,669一12.0 285,8972.2 383,56534.2
(タイ) 106,36217.396,307一9 .5 107,19011.3106,240一 〇 .9 129,86522.2
(シンガポール) 359,049一13.0 345,860一3 ,7 298,537一13.7 293,823一1 .6 385,55031.2
(マレーシア) 231,57814.2194,457一16.0 153,525一21,0 156,7562.1 203,9320.1
(フィリピン) 135,5965 .1183,83356 198,9848.2 178,799一10.1 183,5462.7
(インドネシア) 19,18470.426,23036.732,7724.938,68518.065,89470.3
EU 247,613一3 .2 234,270一5 ,4 248,4586.1 247,531一 〇 .4 322,86830.4
(出所)日本関税協会 『外国貿易概況』より作成。
NUA社 に よる と,第1-20表 の ように,世 界 のイ ン ター ネ ッ ト利用者 数 は
97年に83.6%と目ざま しい伸 び を記録 し,
第1-20表 世界のインターネッ ト
1億人 の大 台 を超 えた後 ・98年にはや や伸 利用者数
びが落ちたが,99年か ら2000年にかけて再
び伸 び を大 き くして い き,2000年には
77.6%と再び97年の伸 びに近い目ざましい
伸びを記録 した。増大数で も97年,98年は
5,000万人程度であったが,99年には1億
人を超 える増大,2000年にはそのさらに倍
近 くの増大を記録 している。
(単位100万 人,%)
年 月 利用者数 増大率 増大数
96.12 55
97.12 101 83.6 46
98.12 150 48.5 49
00.1 254 69.3 104
00.12 451 77.6 197
(出所)NUA社 調べ。
この ようなイ ンターネ ッ トの急 速 な世界 的 な普及 に ともなって,第1-21表
の ように,パ ソコ ンの出荷台 数 も99年には26.1%と非常 に高 い伸 び とな り,98
年 の倍 近 くも増大 し,2000年に も14.2%と高い伸 び を続 けている。
98商 学 討 究 第53巻第1号
また,第1-22表のように,携 帯電話の出荷台数も99年にはすでに60%近く
の 目ざましい伸びを記録 していた98年の伸びをさらに上回 り,増大数でも1億
台を超えた。そして,2000年にもまだ45.5%と極めて高い伸びを続け,増 大数
では99年よりさらに大 きくな り,1億3,000万台近 くにのぼっている。
第1--21表世界 のパソコ ンの出
荷台数
(単位1000台,%)
年 出荷台数 増大率 増大数
97 80,608
98 93,310 15.812,702
99 117,626 26.1 24,316
00 134,27914.216,653
01 128,060一4 .6 一6 ,219
(出所)Dataquestの99年1月29
日,2000年1月24日,2001
年1月19日,2002年1月18
日 の プ レ ス リ リー ス よ り作
成 。
第1-22表 世界の携帯電話の出
荷台数
(単位1000台,%)
年 出荷台数 増大率 増大数
97 107,818
98 171,59459.263,776
99 283,58165.3111,987
00 412,73145.5129,150
01 399,583一3 .2 一13 ,148
(出所)Dataquestの99年2月8
日,2000年2月8日,2001
年2月15日,2002年3月11
日 の プ レ ス リ リー ス よ り 作
成 。
以上のようなわけで,携 帯電話やパソコンの生産拡大により内需が拡大 した
ことやアジア諸国の通貨危機からの脱出を契機 とする世界的な景気拡大 とそれ
にともなう世界的な携帯電話やパソコンの生産拡大により輸出 も拡大 したこと
によって,99年から2000年にかけて集積回路を初めとする電子部品の生産が順
調な拡大を達成 したのであり,これ もまた今回の景気拡大の基本的要因の一つ
となったと考えられるのである。
第2章 日本経済が依然低迷を続けている基本的要因
第1節 通信機械の生産の伸びの鈍化
今まで述べてきたように,携 帯電話やパソコンや集積回路 を初めとする電子
部品の生産拡大によって 日本経済は99年か ら2000年にかけてバブル後2度 目の
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景気拡大を達成したのであるが,す でに見たように,今 回の景気拡大は前回よ
りさらに一層力の弱い ものに終ってしまい,生産は91年の前のピークはおろか,
前回の景気拡大におけるピークをも回復することができず,ま たもや厳密な意
味での景気拡大に達することなく拡大過程を終 ってしまったのある。
そこで,本 章では,今 回の景気拡大がなぜ前回より一層力の弱いものに終っ
てしまったかということについて考えていくことにしたい。
前回の景気拡大でも今回の景気拡大でも拡大を主導 した分野は同じであ り7),
通信機械やコンピューターや電子部品の分野であるから,今 回の景気拡大が前
回より一層力の弱い ものに終ってしまった基本的要因は,こ れ らの分野の拡大
力が前回の景気拡大の時より弱まって しまったことにあると推測することがで
きる。
そこで,以 下,電 気機械工業のこれ ら3つの分野について拡大力が弱まって
しまったことを確認するとともにその要因について考えてみることにしたい。
本節では,ま ず,通 信機械について考えてみることにする。
通信機械の生産は,先 の第1-10表に見 られるように,前 回の景気拡大にお
いては94年,95年はそれぞれ0.6%,8.4%と非常に低い伸びやあまり高 くない
伸びにとどまったが,96年には32.6%と極めて高い伸びを記録 した。
しかし,今回の景気拡大では99年は1.9%と非常に低い伸びにとどまった し,
2000年も12.2%とまず まずの伸びとはなったが,96年に比べるとずっと低い伸
びにとどまった。この結果,通 信機械の生産は98年の13.0%という大 きなマイ
ナスを挽回することができず,97年の前のピークを回復しないで終ってしまっ
たのである。
こうして,今 回の景気拡大では通信機械の生産の伸びは前回の景気拡大の時
に比べて大幅に落ちてしまったのであるが,こ うした通信機械の生産の伸びの
大幅な鈍化が今回の景気拡大が一層力の弱いものに終って しまった基本的要因
の一つとなった と思われるのである。
7)前 回の景気拡大については,前 掲拙稿 「低迷 を続 ける日本経済」を参照。
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通信機械の生産の伸びが前回の景気拡大の時に比べて大幅に鈍化 してしまっ
た要因の一つは前にも触れた有線通信機器の生産の低迷である。
有線通信機器の生産は,前 章第2節 の2で 見たように,98年の大 きなマイナ
スに続 き,99年もマイナス幅は縮まったもののまだマイナスを続けた。2000年
になってプラスに転 じはしたが,1.0%とかろうじてプラス となったにすぎな
かった。 この結果,有 線通信機器の2000年の生産額はピークの97年の生産額よ
り5,000億円近 くも低い水準 にとどまったのである。
このような有線通信機器の生産の低迷は,第2-1表 か らわかるように,金
額の大 きい交換機や搬送装置の生産が低迷 し前のピークの下を緋徊 していたこ
とや,電 信 ・画像装置の生産が大 きく減少 したことが主な要因となっている。
交換機や搬送装置の生産の低迷に関 してはNTTの 交換機のデジタル化の終
了(97年)や民間企業の設備投資の低迷が一つの要因となっているであろうが,
これらの生産が携帯電話の爆発的な生産の拡大 と軌を一にして95年か ら97年に
かけて大 きく拡大 したことか らすれば,す ぐ次に述べ る携帯電話の生産の大幅
な鈍化 による携帯電話のためのインフラ用投資の低迷がその基本的要因である
と考えなければならないであろう。
電信 ・画像装置の生産の大幅な減少に関してはやは り海外生産の増大による
輸出の減少や輸入の増大がその基本的要因と考えて間違いないであろう。
このようなわけで,有 線通信機器の生産は今回の景気拡大においては全 く低
迷 していたのであるが,通 信機械の生産の伸びが前回の景気拡大の時に比べて
大幅に落ちて しまったのは,有 線通信機器の生産の低迷だけのせいではなく,
無線通信機器の生産の伸びも大 きく落ちてしまったこともその要因となってい
る。
無線通信機器の生産は99年には3.7%と低い伸びにとどまった し,2000年に
は23.6%と非常に高い伸びとはなったが,前 回の景気拡大の時の96年の52.8%
に比べれば,半 分以下の低い伸びに終 ったのである。
このように,無線通信機器の生産 も前回の景気拡大の時に比べれば伸びを大
きく落 として しまったのであるが,こ れについては携帯電話の生産の伸びの大
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第2-1表 有線通信機器の生産額とその伸び率
(単位100万 円,%)
年 有線通信機器 電 話 機 電話 応用装置
90 1,983,7411.1 261,122 30.0 162,849一9 .1
91 1,955,602一1 .4 307,12917.6 164,1780.8
92 1,746,926一10 .7 273,737一10 .9 152,295一7 .2
93 1,782,1262.0 251,976一7 .9 157,2263.2
94 1,737,417一2 .5 213,360一15 .3 157,9750.5
95 1,829,2165.3 163,283一23 .5 156,237一1 .1
96 2,176,37819.0 138,209一15 .4 162,2173.8
97 2,411,78510.8 135,336一2 .1 172,1076.1
98 1,954,049一19 .0 125,622一7 .2 167,440一2 .7
99 1,904,354一2 .5 93,445一25 .6 172,3342.9
00 1,923,4411.0 106,62014.1 198,45415.2
年 電信 ・画像装置 交 換 機 搬 送 装 置
90 458,724一11 。0 536,62516.8 564,42131.1
91 428,533一6 .6 547,995 2.1 507,767一10 .0
92 399,150一6 .9 489,944一10 .6 431,800一15 。0
93 362,794一9 .1 508,2143.7 501,91616.2
94 318,017一12 .3 532,4104.8 515,6552.7
95 304,008一4 .4 598,42112.4 607,26717.8
96 303,224一 〇 .3 771β08 28.9 801,42032.0
97 316,295 4.3 894,83616.0 893,21111.5
98 280,934一11 .2 645,186一27 .9 734,867一17 .7
99 213,912一23 .9 595,394一7 .7 829,26912.8
00 152,964一28 .5 648β50 9.0 816,553一1 .5
(出所)第1-8表 に同じ。
幅な鈍化やそれ と直接関係する基地局通信装置の生産の低迷の他,固 定通信装
置の生産の減少や移動通信装置の中の 「その他」の生産の低迷などもその要因
となっているが,携 帯電話,及 び,そ れと直接関係する基地局通信装置の生産
額だけで,移 動通信装置の生産額の90%前後,無 線通信装置の生産額の80%前
後とい う大 きな割合 を占めるに至っていることからして,や は り,無線通信機
器の生産の伸びの大幅な鈍化の基本的要因は携帯電話の生産の伸びの大幅な鈍
化にあると言ってよいであろう(以上,第1-12表,及び,第1-13表参照)。
携帯電話の生産額は,す でに見たように,97年に一時4.7%と大 きく伸びを
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落 とした後,98年以降しだいに盛 り返 し,2000年には37.7%と極めて高い伸び
となったのであるが,前 回の景気拡大の時の94年か ら96年にかけてのそれぞれ
60.7%,39.4%,97.3%という目ざましい伸びに比べると伸びを大きく落 とし
てしまったのである。また,台 数で見 ても,98年か ら2000年にかけて20%台後
半 の高い伸 びを維持 したので あるが,94年か ら96年にかけての それぞれ
114.5%,63.4%,124.6%とい う目ざましい伸びに比べ るとやは り伸びを大 き
く落 として しまったのである(以上,第1-8表 参照)。
このように携帯電話の生産の伸びが大 きく落ちて しまった要因はもちろん普
及率の急激な上昇 にある。
まず,世 帯普及率を見てみると,第2-2表 のように,95年にはまだ10%程
度に過 ぎなかったが,そ の後急激に上昇 していき,98年にはすでに60%近くに
達 し,3年間で50ポント近 くも上昇 した。そして,その後も急激な上昇は続 き,
2000年には75%に達 し,98年から2年 間でさらに20
第2-2表 携帯電話の
世帯普及率
(単位%)
年
95 10.6
96 24.9
97 46.0
98 57.7
99 64.2
00 75.4
(注)95年から97年まで
は10月調査,そ れ以
降は11月調査。
(出所)総 務省の 「通信
利用動向調査(世
帯調査)」による。
ポン ト近 くも上昇 した。
また,携 帯電話は各人が持つ物であるか ら,人ロ
普及率の方も見てみると,第2-3表 のように,携
帯電話(自 動車電話 ・PHSを含 む)の 加入数は95
年度末には1,000万台を突破 し,その後96年度か ら97
年度にかけて毎年1,000万台を越える増大を続け,97
年度末には約3,800万台 と4,000万台に近づ くまでに
増大 した。そ して,そ の後 も1,000万台に近い増大
を続け,99年度末には約5,700万台 と5,000万台を大
きく越えるに至 り,人ロ普及率は40%台半ばに達 し
た。そ して,第2-4表 の ように,2000年12月末に
は6,388万台に達 し,人 口普及率はついに50%の大
台を越えるに至ったのである。
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第2-3表 携帯電話(自動車電話 ・PHSを含む)の年毎の加入数(累計),総人口,
及び,人 ロ普及率
(単位 千台,千 人,%)
年 a.加 入数 増大率 増加数 b.総 人 口 人口普及率(a/b)
90 868 123,817 0.7
91 1,378 58.8 510 124,179 1.1
92 1,713 24.3 335 124,625 1.4
93 2,131 24.4 418 124,965 1.7
94 4,331 103.2 2,200 125,327 3.5
95 11,712 170.4 7,381 125,590 9.3
96 26,907 129.7 15,195 125,868 21.4
97 38,254 42.2 11,347 126,220 30.3
98 47,308 23.7 9,054 126,490 37.4
99 56,846 20.2 9,538 126,737 44.9
00 66,784 17.5 9,938 126,970 52.6
(注)加入数は年度末。総人ロは各年度3月1日 現在。
(出所)加 入数,総 人口とも総務省調べ。
第2-4表 携帯電話(自 動車電話 ・PHSを含む)の 月毎の加入数
(累計),総人 ロ,及 び,人 口普及率
(単位 千台,千 人,%)
年 月 a.加 入 数 b.総 人口 人口普及率(a/b)
2000.4
5
6
7
8
9
10
11
12
1
2
3
57,947
58,615
59,420
60,231
60,876
61,611
62,185
62,822
63,883
64,567
65,278
66,784
126,780
126,759
126,849
126,867
126,793
126,862
126,926
126,996
127,017
126,908
127,042
126,970
45.7
46.2
46.8
47.5
48.0
48.6
49.0
49.5
50.3
50.9
51.4
52.6
2001.4
5
6
7
8
9
10
11
12
67,877
68,484
69,136
69,929
70,422
71,054
71,603
72,073
72,796
127,040
126,996
127,108
127,130
127,048
127,109
127,291
127,369
127,370
53.4
53.9
54.4
55.0
55.4
55.9
56.3
56.6
57.2
(注)加入数は月末,総 人口は各月1日 現在。
(出所)第2-3表 に同 じ。
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第2節 コンピューターの生産の低迷
本節では,続 いて,コ ンピューターの生産について見てみることにしたい。
コンピューターの生産は,先 の第1-14表のように,前 回の94年か ら96年に
かけての景気拡大においては景気拡大が始まった94年か らすでにプラスとなっ
ていたし,96年には15%に近い高い伸びを記録 した。
これに対 し,今回の景気拡大では,前 にも見たように,拡大が始まった99年
はまだ一5.8%と比較的大 きなマイナス を続けていたし,2000年になってよう
や くプラスに転 じたが2.3%と非常 に低い伸びに終った。このため,2000年の
生産額は97年のピークより9,000億円近 くも低い水準にとどまったのである。
このように,コ ンピューターの生産は今回の景気拡大では全体 としては全 く
低迷 していたのであり,こ れも今回の景気拡大が一層力の弱いものに終って し
まった基本的要因の一つとなったと思われるのである。
このようにコンピューターの生産が全 く低迷 した原因の一つはパソコンを除
く本体や関連装置の生産が景気拡大の中でも大 きなマイナスを続 けたことにあ
るが,よ り深刻なのはパソコンの生産 も前回の景気拡大の時に比べ伸びが大き
く落ちてしまったことである。
パソコンの生産額は前回の景気拡大の時には拡大が始まった94年か らすでに
2ケタの伸びとなっていた。そして,そ の後伸びを急速に大 きくしていき,96
年には4LO%とい う極めて高い伸びを記録 した。
しか し,今回の景気拡大では拡大が始 まった99年はまだ1ケ タの伸びにとど
まっていたし,2000年には2ケ タの伸びとなったが,12.8%とあまり高 くない
伸びにとどまったのである。
もちろん,こ のように前回の景気拡大の時に比べて生産額の伸びが大幅に鈍
化 してしまったことには価格の低下が大 きく作用 している。先 に見たように,
パソコンの価格は96年には1台 当た り23万4千円であったが,2000年には16万
6千円 と大 きく低下 している。実際,生 産台数では99年か ら2000年にかけてそ
れぞれ21.2%,31.6%と高い伸びを続けている。 しかし,そ れにしても95年に
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は70.3%とい う目ざましい伸 びを記録 し,96年に も
40.1%という極めて高い伸 び記録 していたことと比較
すれば,台 数でも伸びが大きく落ちてしまったことは
明らかである(第1-16表,及び,第1-9表 参照)。
こういうわけで,パ ソコンの生産は今回の景気拡大
では前回の景気拡大の時に比べ伸びを大きく落として
しまったのであるが,そ の要因はもちろん携帯電話の
場合 と同様普及率の上昇である。
第2-5表 に見 られるように,内 閣府によれば,パ
ソコンの普及率は90年3月にはまだ10%程度であ り,
その後も93年3月までは停滞 していたが,94年3月か
ら継続的に上昇していき,99年3月には30%近くにま
で達 した。そして,そ の後1年 の問にいっきに9ポ ン
トも上昇 し,2000年3月に 第2-6表
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第2--5表 パ ソコンの
普及率
(単位%)
年 月
90.3
91.3
92.3
93.3
94.3
95.3
96.3
97。3
98.3
99.3
00.3
01,3
02.3
10.6
11.5
12.2
11.9
13.9
15.6
17.3
22.1
25.2
29.5
38.6
50.1
57.2
は40%近くにまで達 した。
そして,2001年3月にはつ
いに50%の大台を突破する
に至ったのである。
普及率が40%程度になれ
ば生産の伸びが大 きく落ち
てしまうことは家電製品な
どで経 験済み のこ とであ
る。たとえば,電 気冷蔵庫
の場合 を例にとって見てみ
ると,第2-6表 のように,
その生産は62年まで目ざま
しい伸びを続けたが,63年
に台数,金 額 とも20%台に
(出所)内 閣府 『家計消
費の動向』
電気冷蔵庫の生産台数,金額,及 び,
普及率
(単位 台,100万円,%)
年 生産台数 生産金額 普及率
55 30,57179.9 2,276 44.6
56 81,202165.6 5,044121.6
57 231,241184.8 11,823134.4
58 414,77279.4 18,99960.7 3.2
59 549,4332.5 24,34928.2 5.7
60 903,79964.5 39,76063.3 10.1
61 1,565,19573.2 63,35859.4 17.2
62 2,671,10870.7 107,95470.4 28.0
63 3,421,44428.1 129,87620.3 39.1
64 3,205,129一6 .3 119,738一7 .8 38.2
65 2,312,603一27 .8 94,600一21 .0 51.4
66 2,565,06910.9 97,9743.6 61.6
67 3,181,45824.0 123,40526.0 69.7
68 3,421,4187.5 134,6039.1 77.6
69 3,139,249一8 .2 122,161一9 .2 84.6
70 2,630,635一16 .2 111,843一8 .4 89.1
(注)普及率 は各年2月 調査。
(出所)生 産台数,金 額 は第1-8表 に同 じ。普及
率 は第2-5表 に同 じ。
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落ちてしまい,こ れをきっかけ としてその後冷蔵庫の生産は大きく低迷して し
まったのであるが,この63年当時の冷蔵庫の普及率は40%程度だったのである。
こういうわけで,普 及率の上昇によってパソコンの生産の伸 びは大 きく落ち
て しまったのであるが,先 にも触れたように,パ ソコン以外の本体や関連装置
の生産は景気拡大の中で も減少を続けたのであり,これ もコンピューターの生
産を低迷 させる要因となったのである。そこで,以 下,こ れらについてやや詳
しく見てみることにしたい。
まず,パ ソコン以外の本体についてであるが,第2-7表 のように,こ れを
さらに汎用 コンピューターとその他 とに分けてみると,汎用 コンピューターの
生産の減少が特に著 しいことがわかる。汎用コンピューターの生産は90年か ら
第2-7表 パソコン以外 のコンピューター本体 の生産台数,金 額,及 び,そ れ ら
の伸び率
(単位 台,100万円,%)
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(注)「 そ の 他 」の84年 か ら94年 まで は ミニ コ ン ピ ュ ー ター(制 御 用 コ ン ピ ュ ー タ ー)
と オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ ー の 合 計 。95年 か ら97年 ま で は そ れ ら に ワ ー ク ス テ ー
シ ョ ン を 加 え た も の の 合 計 。98年 以 降 は ミ ッ ド レ ン ジ コ ン ピ ュ 一ー・一タ ー と ワ ー ク
ス テ ー シ ョ ンの 合 計 。
(出所)第1-8表 に 同 じ。
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大きな減少が始まっている。台数のピークは89年の14,739台であるが,そ の後
の度重なる大 きな減少の結果,2000年にはわずか2,196台にまで減少 している。
金額のピークは91年の1,456,767百万円であるが,そ の後のやは り度重 なる大
きな減少の結果,2000年にはわずか219,793百万円にまで減少 している。
このような大 きな減少については10年にもわたる景気や設備投資の低迷 もそ
の一因 となっているであろうが,そ れだけではとてもその要因を説明すること
はできないのであり,や はり,80年代の うちに民間企業や公的部門で情報化が
大 きく進展 して しまったことがその基本的要因であると考えなければならない
であろう。汎用 コンピューターの市場は80年代の問に完全に成熟 してしまった
のである。
その他(ミ ッドレンジコンピューターや ワークステションなど)は汎用 コン
ピューターのように大 きく減少 してはいないが,90年代初めか ら長 く低迷を続
けていることは表か ら一目瞭然であ り,これもやはり80年代のうちにすでに民
間企業や公的部門で情報化が大 きく進展 してしまったことがその基本的要因で
あると考えて間違いないであろう。
最後に,関 連装置について見てみると,関連装置の生産 も景気拡大の中でも
減少を続けたが,こ れについては今まで見てきたようなパソコン以外の本体の
生産の大 きな減少やパソコンの生産の伸びの大幅な鈍化 もその一因となってい
るであろう。 しか し,第2-8表 のように,生 産額の半分前後を占める輸出額
が99年か ら2000年にかけてそれぞれ一16.3%,-14.6%と生産額の減少幅,そ
れぞれ 一10.8%,一一3.5%(第1-14表参照)を 大 きく上回って減少 している
こと,そ して,こ のような輸出の大 きな減少 にもかかわらず,輸 入の方は増大
してお り,特に,2000年には32.3%と大 きく増大 していることを考 えると,関
連装置の生産が減少を続けた基本的要因はこのような輸出の減少 と輸入の増大
にあると考えるべ きであろう。
このことは,第1-14表の生産額か ら第2-8表 の輸出額を差 し引き,同 表
の輸入額を加 えて内需を計算 してみると,第2-9表 のように,内 需の伸びは
99年にはプラスに転 じ,2000年には20%近くの伸びとなっていることか らも言
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第2-8表 コンピューター関連装置の輸 出額,
輸入額,及 び,そ れ らの伸び率
(単位100万 円)
年 輸出額 伸び率 輸入額 伸び率
88 1,129,130 一 107,837 一
89 1,180,3134.5 153,53742.4
90 1,372,67916.3 187,20521.9
91 1,422,0683.6 189,0661.0
92 1,549,3499.0 176,072 一6 .9
93 1,432,445一7 .5 183,9304.5
94 1,381,990一3 .5 250,21236.0
95 1,327,107一4 .0 458,57783.3
96 1,349,0421.7 710,92155.0
97 1,609,19919.3 816,25514.8
98 1,559,307一3 .1 740,650一9 .3
99 1,304,848一16 .3 803,7648.5
00 1,113,961一14.6 1,063,53932.3
(注)関連装置は入出力装置 と記憶装置 とその他
周辺装置の合計。
(出所)日 本電子計算 機株式会社 『コ ンピュー
ターノー ト』 より作成。
第2-10表
第2-9表 コンピューター
関連装置の内需
額
(単位100万 円,%)
年 内需額 伸び率
88 1,903,358 一
89 2,008,1675.5
90 1,963,187一2 .2
91 1,913,035一2 .6
92 1,464,069一23 .5
93 1,244,194一15 .0
94 1,602,17728.8
95 1,696,1835.9
96 2,025,25719.4
97 2,086,8913.0
98 1,889,460一9 .5
99 1,913,7981.3
00 2,280,24519.1
(出所)第1-14表,及 び,
第2-8表 よ り作
成 。
コンピューター関連装置のアジア諸国からの輸入額とその伸び率
(単位100万 円,%)
1996年
'
1997年 1998年 1999年 20GO年
金 額 伸び率 金 額 伸び率 金 額 伸び率 金 額 伸び率 金 額 伸び率
韓国 10,796一23.8 15,97247.9 26,52366.1 90,130239.8108,80620.7
中国 22,73271.750,747123.250,8020.1 58,90315.9 99,70569.3
台湾 101,75762.477,276一24.1 67,538一12.6 78,83616.7104,79932.9
香港 3,438 9.1 2,817一18.1 2,051一27.2 1,035一49.5 773一25.3
タイ 96,94565.7108,32411.793,158一14.0 85,341一8 .4 105,41023.5
シンガポール 90,85354.4 97,0546.8 86,428一10.9 92,9457.5 99,6937.3
マレーシア 47,9219.063,26432.054β90一14.0 54,7590.7 60,80811.0
フィリピン 66,778458.887,65631.3 90,5273.3 84,244一6 .9 132,48357.3
イン ドネシア 1,8571,207.7,015277.813,76396.2 15,15410.113,855一8 .6
アジア9力国合計 443,07769.4510,1251 .1485,180一4 .9 561,34715.7726,33229.4
(注)入出力装置(HSコー ド8471.60),記憶装置(同8471.70),その他周辺装置(同8471.80,8471.90)の合計。
(出所)日 本関税協会 『日本貿易月表』 より作成。
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えるであろう。
そして,こ のような輸出の大 きな減少や輸入の大きな増大は円高やアジア諸
国の追い上げによる国際競争力の低下やそれにともなう日本企業の海外生産の
増大によるものであることは言うまでもないであろう。
第2-10表のように,最 近では特に韓国や中国やフィリピンか らの輸入が急
増 してお り,こ こか ら,韓国が国際競争力を急速に高めてきていることや,日
本の海外生産が中国やフィリピンにシフ トしていることを窺 うことができるで
あろう。
こうした,一 方での輸出の減少,他 方での輸入の増大の結果,第2-8表 の
ように,98年の時点ではまだ輸入額は輸出額の半分以下であったが,2000年に
なると両者はほぼ同額 となるに至っている。 また,同 表,及 び,第2-9表 か
らわかるように,輸 入額は内需額のほぼ半分を占めるまでに至っているのであ
る。
第3節 集積回路の生産の伸びの一層の鈍化
本節では,最 後に,電子部品の生産について考えてみることにするが,前 章
第2節 の4と 同様,こ こでもその最大項 目の集積回路にしぼってやや詳しく検
討 してい くことにしたい。
前に見たように,集 積回路の生産は日本における,そ してまた,世界的な携
帯電話やパソコンの生産拡大による内需及び輸出の拡大によって99年か ら2000
年にかけて拡大 した。99年は7.3%とまだあまり高い伸びとはならなかったが,
2000年には24.3%と久々に20%を超える高い伸びとなり,前のピークの95年の
生産額 を大きく超 えた。
しかし,前 回の景気拡大の時の94年か ら95年にかけての集積回路の生産拡大
においては,そ の前の ピークの91年の3,125,191百万円か ら95年の3,914,205百
万円まで25.2%拡大 したのであるが,今 回の拡大では前のピークである95年の
3,914,205百万円か ら2000年の4,615,242百万円まで17.9%しか拡大 しなかった
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のである(以 上,第1-17表参照)。
このように,99年か ら2000年にかけて集積回路の生産は拡大はしたが,拡 大
力はすでにそれ以前に比べて大 きく弱まっていた94年から95年にかけての前回
の拡大の時 よりさらに一層弱まったのであり,これ もまた,今 回の景気拡大が
一層力の弱いものに終って しまった基本的要因の一つ となったと思われるので
ある。
こうした集積回路の生産の拡大力の一層の低下 についてはもちろんコンピ
ューターの生産の低迷や通信機械の生産の伸びの大幅な鈍化が一つの要因 とな
っているが,そ の基本的要因はやはり円高やアジア諸国やアメリカの追い上げ
による国際競争力の低下やそれにともなう日本企業の海外生産の増大による輸
出の伸びの鈍化 と輸出の伸びを上回る輸入の大 きな増大にあると考えるべ きで
あろう。
前章の第1-18表に見 られるように,集積回路の輸出は85年以降では,まず,
87年から89年にかけて拡大 したが,こ の拡大においては88年から89年にかけて
30%台半ばか ら40%を超える極めて高い伸びを記録 した。そして,92年から95
年の拡大では94年から95年にかけて2年 にわたって30%前後の非常に高い伸び
を記録 した。 しか し,今 回の99年か ら2000年にかけての拡大では高い伸びにな
ったのは2000年1回だけであったし,こ の年も30%を超える伸びにはならなか
ったのである。
このようなわけで,集 積回路の輸出の伸びは今回の拡大では前回の拡大の時
よりさらに一層落ちてしまったのである。
他方,輸 入は依然輸出の伸びを上回る大 きな増大を続けている。
第2-11表のように,前 回の景気拡大の時の94年から95年にかけてはすでに
93年から始まっていた高い伸びがさらに一層高 くなっていき,ド ル建てで94年
43.0%,95年77.5%と輸出の伸びを遙かに上回る高い伸びを続けた。また,円
建てでも94年31.8%,95年64.2%と両年 とも輸出の伸びを上回ったし,特 に,
95年にはそれを大きく上回った。
今回の99年から2000年にかけての輸入の拡大では95年の77.5%ほどの伸びに
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は達 し なか っ た が,99年
30.1%,2000年48.5%と前回
同様輸出の伸びを遙かに上回
る高い伸びを続けた。また,
円建てでも99年12.6%,2000
年41.6%と,やは り前回同様
両年 とも輸出の伸びを上回っ
た し,特に,2000年にはそれ
を大きく上回った。
以上のような輸出の伸びの
鈍化や輸出の伸びを上回る輸
入の大 きな増大の要因は,上
に述べたように,円 高やアジ
ア諸国やアメリカの追い上げ
による国際競争力の低下やそ
れにともなう日本企業の海外
第2-11表
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集積回路の輸入額 とその伸び率
(単位1000ドル,100万円,%)
年 ドル建 て 伸び率 円建て 伸び率
85 688,341一26 .6 165,439一25 .5
86 867,18126.0 146,075一11 .7
87 1,121,08429.3 162,72811.4
88 1,758,33856.8 225,71038.7
89 2,254,2828.2 310,22637.4
90 2,595,47515.1 375,42421.0
91 3,017,09916.2 407,2048.5
92 3,066,8141.6 387,719一4 .8
93 4,238,32738.2 469,726 21.2
94 6,059,38043.0 619,26531.8
95 10,754,01177.5 1,016,73564.2
96 11,733,6629.1 1,274,4325.3
97 11,079,445一5 .6 1,336,3894.9
98 9,208,445一16 .9 1,203,772一9 .9
99 11,976,49530.11,355,2712.6
00 17,786,51148.51,918,46541.6
(出所)経 済産業省 『通商白書 各論』,電波新聞
社 『電子工業年鑑』 より作成。
生産の増大にあることは明 らかである。
第2-一12表の ように,半 導体世界市場 にお ける日本 のシェアは88年には
51.2%を誇ったが,そ の後は急速に低下 してき,前 回の景気拡大の期問中の95
年には40%を割 り込むに至った。そ して,97年以降はシェアはさらに一段低下
し,30%を割 り込んだ水準で推移 している。
これに対 して,南 北アメリカの場合は,80年代前半には50%を越 えていたシ
ェアが89年には37.3%にまで低下 したが,そ の後は傾向的に上昇を続け,92年
からは40%台で推移 し,97年には50%台を回復 した。そして,そ の後も大体 に
おいて50%台を維持 している。
また,そ の他の地域は日本のシェアがピークをつけた88年には11。4%にす ぎ
なかったが,そ の後 しだいに上昇 していき,95年には20%台に達 した。その後
一時ややシャアは低下 したが,98年以降は20%台を回復 している。
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こういうわけで,や やおおざっぱに言
えば,前 回の景気拡大以降,日 本のシェ
アは30%台か ら20%台に落ちたが,南 北
アメリカのそれは40%台から50%台へ上
昇 し,その他の地域のそれは10%台から
20%台へ上昇 したのである。
こうして,半 導体世界市場に占める日
本のシェア,し たがってまた,日 本の国
際競争力は前回の景気拡大の後さらに一
段低下したのである。
また,日 本企業の海外生産が増大 して
いることは,第2-13表で,99年か ら2000
年にかけてシンガポールやマレーシアや
フィリピン,さ らにはまだ金額は小 さい
が中国やインドネシアか らの輸入が急増
第2-12表 半導体世界市場に占める
アメリカ,日 本,そ の他の
地域のシェア
(単位%)
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(注)アメリカは南北 アメリカ。
(出所)WSTS(世 界 半導 体市場 統
計)調 べ。
第2-13表 集積回路の国別輸入額とその伸び率
(単位100万 円,%)
1996年 1997年 1998年 1999年 2000年
金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率 金額 伸び率
総額 1,274,43225.31,336,3894.91,203,772一9 .9 1,355,27112.61,918,4651.6
アメリカ 659,99934.1681,5343.3 579,771一14.9 490,460一15.4 557,76813.7
アジア9力国合計 548,72912.7570,7384.0 514,067一9 .9 752,28846.31,220,03962.2
(韓国) 234,230一16.8 218,196一6 ,8 165,040一24.4 202,10422.5287,77842.4
(中国) 4,12239.89,102120.813,6650.124,44178.9 38,30456.7
(台湾) 80,65928.897,83321.3112,87715.4182,67061.8335,14183.5
(香港) 24,8643.6 33,0332.937,7114.235,101一6 .9 25,480一27,4
(タイ) 9,64434.4 17,21578.5 19,00510.417,700一6 .9 21,38220.8
(シンガポール) 103,20455.076,978一25,4 66,220一14,0 88,62933.8131,37648.2
(マレーシア) 62,672135.266,3745.9 52,115一21.5 121,726133.6200,2664.5
(フィリピン) 27,32163.547,69974.641,464一13,1 70,75870.6159β34125.2
(インドネシア) 2,01302.64β08 114.05,97038.6 9,15953.4 20,978129.0
西ヨーロッパ 46,45344.058,32125.586,10047.6 77,403一10.1 97,46625.9
(出所)経済産業省 『通商白書 各論』,日本関税協会 『日本貿易月表』より作成。
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していることから見て取ることができるであろう8)。
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む す び
以上,1999年から2000年にかけての景気拡大について,景気拡大の要因と景
気拡大がなぜ前回より一層力の弱いものに終ってしまったかということについ
て述べてきた。
今まで述べてきたように,日 本経済は携帯電話やパソコンや集積回路 を初め
とする電子部品の生産拡大を主な要因として98年の深い不況から脱 して拡大に
向ったのであった。
携帯電話ではインターネッ トやメールが可能 となったことや液晶画面のカ
ラー化が,パ ソコンでは通信料金の低下や情報内容の多様化 ・充実によってイ
ンターネットの魅力が急速に増大 したことや大容量 ・高機能化にもかかわらず
価格が低下 したことが生産拡大の主な要因であった。また,電 子部品ではこう
した携帯電話やパ ソコンの生産拡大によって内需が拡大 したことやアジア諸国
の通貨危機か らの脱出を契機 とする世界的な景気拡大とそれにともなう世界的
な携帯電話やパソコンの生産拡大によって輸出も拡大したことが生産拡大の主
な要因であった。
しか し,まず,携 帯電話は普及率の上昇の結果,前 回の景気拡大の時 と比べ
ると生産の伸 びは大 きく落ちてしまったし,こ れに関連 して,搬 送装置や交換
機 などの生産 も低迷 した。そして,こ うした基本的要因に加えて海外生産の増
大によって電信 ・画像装置の生産も大幅に減少 したため,通 信機械の生産 は全
体 としても前回の景気拡大の時に比べ伸びが大 きく落ちてしまったのである。
8)こ のほか,最 近は台湾か らの輸入が急増 していることも目を惹 く。第1-19表と
第2-13表とか ら台湾への輸出額 に対する台湾か らの輸入額の割合を計算 してみる
と,96年にはまだ47.5%にすぎなかったが,そ の後急激 にこの割合を高めていき,
99年には110.9%とな り輸入額が輸 出額を上回るに至った。そ して,輸 入の一層の
急増の結果,2000年には輸入額が輸出額の1.4倍となるに至っている。 これは台湾
が最近一段 と国際競争力 を高めてきている結果 ということが言えるであろう。
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また,パ ソコンも普及率が上昇したため,前 回の景気拡大の時と比べ ると生
産の伸びは大 きく落ちて しまった。この基本的要因に加えて,市 場の一層の成
熟のためパ ソコン以外のコンピューター本体の生産は景気拡大の中で も大 きな
マイナスを続 けたし,関連装置の生産 も国際競争力の低下や海外生産の増大に
よる輸出の大 きな減少 と輸入の大きな増大を基本的要因としてやはり景気拡大
の中で も減少を続けた。このため,今 回の景気拡大ではコンピューターの生産
は全体 としては全 く低迷 したのである。
さらに,集積 回路においても国際競争力の低下や海外生産の増大によって輸
出の伸びが一層鈍化するとともに輸出の伸びを大 きく上回って輸入が増大した
ことを基本的要因として生産の伸 びは前回の景気拡大の時よ り一層鈍化 して し
まったのである。
誤解を恐れず端的に言えば,通 信機械やコンピューターの分野における主力
商品である携帯電話やパソコンの生産の伸びが大 きく落ちてしまったことを基
本的要因として通信機械の生産の伸びは大きく落ちてしまったし,コ ンピュー
ターの生産は全 く低迷 して しまった。そして,国 際競争力の低下や海外生産の
増大を基本的要因として集積回路の生産の伸びも一層鈍化 してしまったのであ
る。
こうして,通 信機械,コ ンピューター,集 積回路 という日本経済の3本 柱が
今回の景気拡大では前回の景気拡大の時に比べてその拡大力を大 きく弱めてし
まったのであ り,このため今回の景気拡大は前回より一層力の弱い ものに終っ
てしまう結果となったのである。
乗用車や民生用電子機械やパソコン以外のコンピューターが国内市場の成熟
や,円 高やアジア諸国やアメリカの追い上げによる国際競争力の低下やそれに
ともなう日本企業の海外生産の増大によって経済 を拡大させる力を完全 に失っ
て しまった90年代,パ ソコンと携帯電話が 日本経済の救世主として大 きな期待
を持たれることになった。
実際,本 文でも触れたように,パ ソコンと携帯電話の生産は90年代半ばに目
ざましい拡大を記録 し,これが集積回路の生産拡大と相侯ってバブル崩壊にと
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もなう深 くて長い不況からの回復を可能にしたのであるが,乗 用車や民生用電
子機械やパソコン以外の コンピューターの生産が低迷 し,また,集 積回路の生
産の伸びも一層鈍化するという状況のもとではとても日本経済を回復からさら
に拡大にまで引 き上げるだけの力は持ち得なかったのである。
今回の景気拡大でもパソコンと携帯電話の生産拡大は,集積回路の生産拡大
と並んで前回に引き続いて再び98年の深い不況からの回復をもた らす主要な要
因 として働いたのであるが,し か し,普及率の上昇によってパソコンや携帯電
話の生産の伸びは前回の景気拡大の時に比べて大幅に落ちてしまったし,集積
回路の生産の伸びもさらに一層の鈍化 した。このため今回の景気拡大は前回よ
り一層力の弱いものに終ってしまい,ま たもや景気拡大は本来の意味での拡大
にまで達することな く終ってしまったのである。
アメリカの景気後退をきっかけとして昨年初めから続いている深い不況か ら
の脱出の道を探っている現在においても頼 りにできるものは,依然,携帯電話,
パ ソコン,集積回路の他にはないのであるが,携 帯電話の人口普及率は昨年12
月の時点で60%近くにまで達 しているし,パ ソコンの世帯普及率も今年3月 時
点でやは り60%近くにまで達 しているため,携帯電話やパソコンの生産が今後,
今回の景気拡大におけるよりも大 きな伸びになることはとても期待で きないで
あろう。 また,集 積回路についても,日本の国際競争力が上昇する気配を見せ
ておらず,パ ソコンや携帯電話の普及が世界的にも相当進んでしまっている現
在の状況のもとでは,生 産が今後,今 回の景気拡大におけるよ りも大 きな伸び
になることはやはりとても期待できないであろう。
こうして,今 回ある程度力を発揮 し景気の回復をもた らした要因は今ではす
べてその力をさらに一層弱めてしまっているのであり,このような状況の下で
は,景 気の本格的な拡大はおろか今回のような景気の回復 さえ難 しいと言わな
ければならないのである。
[2002年5月3日脱稿]
